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＜１＞新地方公会計制度に基づく財務４表について

１背景

現行の国･地方公共団体の財務会計制度は､一部の企業会計を除いて､現金収支に着目した単式簿

記が採用されており､歳入歳出の収支計算により決算書等を作成しています｡この場合､資産や負債等

のストック状況が網羅的にわかりにくいことや行政ｺｽﾄが明示されないなどの問題も指摘され､財政状

況を総合的かつ長期的に把握するために企業会計的手法の導入が必要とされるようになってきました。

このような状況のなか､平成１９年度において総務省により財務4表作成モデルが示されるとともに、

平成21年度までに｢貸借対照表｣､｢行政ｺｽﾄ計算書｣、｢純資産変動計算書｣、「資金収支計算書｣の財

務4表の作成及び公表が要請されました。

これを受け､本市では｢総務省方式改訂モデル(以下｢改訂モデル｣)｣を用いて普通会計及びその他

の市会計の財務諸表に加え､連携する－部事務組合､広域連合､土地開発公社､第三セクターを含め

た連結の財務4表を作成しました。

２財務4表の作成基準

本市の財務4表は､｢改訂モデル｣に示された作成手法を採用しています。

具体的には､公共資産の算定にあたり、昭和44年度以降の｢地方財政状況調査表(以下、「決算統

計｣)｣の普通建設事業費の積み上げ及び減価償却計算を行ったほか､既存の歳入歳出決算書等を用い

て作成しました。

また連結財務4表の作成にあたっては､連結対象となる団体において既に作成されている決算書類に

公会計財務4表の作成に必要な組み替えを行って作成しました。

(1)対象年度

平成23年度決算に基づく財務情報(基準日:平成24年３月３１日）

(2)作成対象範囲

作成した財務4表は普通会計､連結の2つの種類であり､その対象範囲は下記のとおりです。

連結財務4表

準公営企業会計
簡易水道事業

公営事業会計
国民健康保険事業

普通会計財務4表

公設卸売市場

と畜場事業

国保診厩所事藁

介護保険事業
股会計

下水道事業

農業集落排水事業

後期高齢者医慶事業
休日急患診慶所費

鱗
宅地造成事業

駅南土地区画整理

駅周土地区画璽理

石原土地区画整理

河守土地区画整理

一部事務組合等

府自治会館
管理組合

府住宅新築資金等
貰付事業管理組合

府後期高齢者
医贋広蔵連合

京都地方税機構

職

第三セクター等

(出資比率50%以上）

㈱梱知山まちづくり

大江観光㈱

福知山市上下水道
ｽｻーﾋ'ｽｾﾝﾀー㈱

(財）福知山市
都市緑化協会

(財）福知山市
体育協会

(社）福知山市
文 化 協 会



３財務4表の概要

公会計の財務4表とは､「貸借対照表｣、「行政コスト計算書｣、｢純資産変動計算書｣、「資金収支計算

書｣を指します。

①｢貸借対照表」

資産､負債と純資産の3要素で構成され､資産をどれだけ保有しているか､また､将来世代の負担と

なる地方債等の債務を表します。

②｢行政ｺｽﾄ計算書」

企業会計でいう｢損益計算書｣にあたるもので､本市が1年間に提供した行政サービスに要したコス

トとその財源である使用料や負担金等の収入の状況を表します｡これにより算出される｢純経常コス

ト｣は純資産変動計算書の変動要因として計上されます。

③｢純資産変動計算書」

貸借対照表の純資産の部が1年間でどのように変動したかを表します。

④｢資金収支計算書」

行政活動の資金の流れを分析します｡資金増減を経常的収支､公共資産整備収支､投資･財務的

収支の3つに分類して表したものです｡企業会計でいう｢キャッシュフロー計算書｣にあたります｡｢期末

歳計現金残高｣が貸借対照表の現金と一致します。

これら財務4表は､以下のように互いに関連しています。

貸借対照表

資産の部 負債の部

、●■●

●●●● 純資産の部

現金

●｡■●

資金収支計算書

収入

支出

｜｜

歳計現金増減額

十

期首歳計現金残高

｜｜

期末歳計現金残高

行政コスト計算書

経常行政コスト

経常収益

｜’

純経常行政コスト

塊資産変動計算書

期首純資産残高

｜純経常行政ｺｽﾄ｜
＋

一般財源､補助金受入等

±

臨時損益等

｜｜

「扇栗羅産雲盲司

戸



＜２＞連結財務４表

公会計制度では普通会計､特別会計､企業会計という地方公共団体全体の会計に加え、自治体と連

携協力して行政サービスを実施している一部事務組合､地方三公社､第三セクター等の関係団体や法

人をひとつの行政サービス実施主体とみなし､それらを連結して｢貸借対照表｣、「行政コスト計算書｣、

｢純資産変動計算書｣、｢資金収支計算書｣を作成します。

１連結の範囲

①普通会計

一般会計

休日急患診療所費特別会計

②公営事業会計

【公営事業会計】

●国民健康保険事業特別会計

●国民健康保険診療所費特別会計

●介護保険事業特別会計(保険勘定･サービス勘定）

●後期高齢者医療事業特別会計

【準公営企業会計(地方公営企業法非適用事業)】

●と畜場費特別会計

●公設地方卸売市場事業特別会計

●簡易水道事業特別会計

●下水道事業特別会計

●農業集落施設事業特別会計

●宅地造成事業特別会計

●福知山駅南土地区画整理事業特別会計

●福知山駅周辺土地区画整理事業特別会計

●石原土地区画整理事業特別会計

●河守土地区画整理事業特別会計

【公営企業会計(地方公営企業法適用事業)】

●ガス事業

●水道事業

●病院事業(市民病院･国保新大江病院）

③一部事務組合等

●京都府自治会館管理組合

●京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合

●京都府後期高齢者医療広域連合

●京都地方税機構

④地方三公社

●福知山市土地開発公社

⑤第三セクター等(市の出資比率が50％以上の法人が連結対象）

●(株)福知山まちづくり

●大江観光(株）

●福知山市上下水道ガスサービスセンター(株）

●(財)福知山市体育協会

●(社)福知山市文化協会

●(財)福知山市都市緑化協会



２作成条件

普通会計及び地方公営企業法非適用の公営事業会計については､総務省の決算統計や決算書等を

活用し作成､地方公営企業法を適用している3事業については当該会計の決算書等を活用して作成して

います。

一部事務組合等については､－部事務組合等の財務4表のうち､本市の当年度経費負担割合相当分

を連結する｢比例連結｣を行います。

地方三公社､第三セクター等については､各団体の会計基準に基づいて作成している決算書等を活

用して作成しています。

これらについて公会計上必要最低限の組替えを行い連結した上で､連結対象となる会計間での繰出

し､繰入れ､出資､貸付等の相互取引があった場合は相殺処理を行います。

３貸借対照表

《概要》

平成24年３月３１日現在の資産の総額は315,318百万円（317,203百万円､0.6減)、負債の総額は、

118,635百万円（120,616百万円､1.6％減)、資産と負債の差である純資産は196,683百万円(196,587百

万円､0.05％増)で､資産に対する負債の総額は37.6％となっています。

資産の部では､道路や学校等の公共資産が290,059百万円と資産全体の92.0％を占めており､一方、

負債の部では､翌年度償還予定額を含めた地方債残高が106,058百万円と負債全体の89.4％を占めて

います｡この地方債残高には､将来地方交付税で財源措置されるものも含まれており､49.4％が地方交

付税の算定基礎に含まれることが見込まれています｡（（）内は前年度金額及び前年度比）

<用語解説〉

〔資産の部〕

１公共資産

①有形固定資産

有形固定資産は､行政サービスを提供するために使用される本市及び関係団体等のあらゆる資産です。

市の会計につきましては､決算統計にて分析された昭和44年度以降の普通建設事業費を集計し､「改訂モデ

ル｣で示された耐用年数区分に基づいて減価償却を行い､行政目的別に区分して計上しています。

②売却可能資産

売却可能資産には､市の普通財産のうち遊休状態にあるものや売却可能な土地を､固定資産税評価額にて時

価評価を行って計上しています｡また､土地開発公社が民間に販売している土地(特定土地)を計上しています。

2投資等

①投資及び出資金

連結対象外の団体等への出資金等の現在高を計上しています。

②貸付金

住宅新築資金､暮らしの資金等の市民向けの貸付金を計上しています。

③基金等

「特定目的基金｣､｢土地開発基金｣、「定額運用基金｣の残高等を計上しています。

④長期延滞債権

市税や使用料等の当年度収入未済額のうち､前年度以前に発生した債権について計上しています。

⑤回収不能見込額

「貸付金｣及び｢長期延滞債権｣のうち､将来回収不能となることが見込まれる金額を計上し､資産から減額して

います。

※表中では､④･⑤は｢その他｣に含まれています。

3流動資産

①現金預金

財政調轄基金､減債基金､各会計の歳計現金に加え､各関係団体の現金預金残高を計上しています。



②未収金

市税や使用料､事業収益等の収入未済額のうち､今年度に発生した債権について計上しています。

〔負債の部〕

１固定負債

①地方債

地方債･長期借入金のうち､翌々年度以降に償還されるものを計上しています。

②長期未払金

リース契約等の債務負担額を計上しています。

③退職手当引当金等

普通会計については､年度末において､職員全員が普通退職した場合に必要となる退職手当の額を計上して

います｡公営企業会計については､決算書の数値を採用しています。

2流動負債

①翌年度償還予定地方債

地方債等のうち､翌年度に償還する予定の金額を計上しています。

②短期借入金(翌年度繰上充用金）

市の特別会計における翌年度繰上充用金の額を計上しています。

③未払金

普通会計については､リース契約の翌年度支出予定額を計上しています｡公営企業会計等については､決算

書等の数値を採用しています。

④翌年度支払予定退職手当

翌年度に支払うことが予定されている退職手当の額を計上しています。

⑤賞与引当金

発生主義の考え方にもとづき翌年度(６月)に支払う予定の期末勤勉手当のうち、当年度負担相当額を計上し

ています。

※表中では､④･⑤は｢その他｣に含まれています。

〔純資産の部〕

資産の部から負債の部を差し引いた額を計上しています｡詳細は｢純資産変動計算書｣にて解説します。

４行政コスト計算書

《概要》

経常行政コスト70,854百万円（67,690百万円､4.7％増)に対して､使用料･手数料等の経常収益の総

額は27,980百万円（27,660百万円､1.2％増)となっており､差し引きの純経常行政ｺｽﾄは42,874百万

円（40,030百万円､7.1％増)となっています。

性質別のコストでは､｢移転支出的なｺｽﾄ｣が33,596百万円と全体の47.4％を占め､そのうち85.5％

の28,732百万円が社会保障給付にかかるものとなっています｡｢物にかかるコスト｣は21,374百万円と

全体の30.2％を占め､これには物件費10,183百万円､減価償却費10,174百万円等が含まれます。

目的別のコストでは､社会保障給付を含む｢福祉｣にかかるｺｽﾄが34,481百万円と全体の48.7％を占

めています。

く用語解説〉

①人にかかるコスト

職員に対する給与や各種手当等にかかった１年間のコスト及び退職ｺｽﾄ等が計上されます。

②物にかかるコスト

物件費､維持補修費､減価償却費等､物やサービス等を購入･使用することにより生じるコストを表します。減

価償却費は､実態の現金支出は生じませんが､発生主義に立ち道路･公園･学校･保育所等の有形固定資産を１

年間使用したことによって当該資産の価値が減耗したものとして計上します。

③移転支出的なコスト

現金や現物を給付することにより提供する行政サービスに関するコストです｡加入団体への負担金や各種団



体に対する補助金(補助費等)､扶助費等の社会保障関係費等を計上します。

④その他のコスト

支払利息として地方債等利子を計上するほか､回収不能見込計上額として1年間で新たに回収が困難となっ

た債権の額等について計上しています。

⑤経常収益

使用料･手数料や分担金負担金等の行政サービスを受けた受益者が直接負担する額を計上します｡国保や介

護保険等の加入者保険料､上下水道の使用料等に加え連結対象団体の事業収入等が計上されます。

⑥純経常コスト

①～④の経常費用と⑤経常収益の差額が｢純経常ｺｽﾄ｣です｡このｺｽﾄ(赤字)を､市税や地方交付税､国府

補助金等で賄っていることを意味します。

５純資産変動計算書

《概要》

期首純資産残高は196,587百万円であり､当年度の減少要因としては純経常コストとして42,874百万

円が､増加要因としては地方税11,549百万円や地方交付税11,458百万円等が計上され､期末純資産残

高は期首に比して96百万円増の196,683百万円となっています。

<用語解説〉

①純経常行政ｺｽﾄと財源調達(一般財源､補助金等受入）

行政コスト計算書で算出された純経常コストの金額に対して､一般財源及び補助金等受入の金額がどの程度

あるかを見ることで､当該コストが受益者負担以外の一般財源等によりどの程度賄われているかを表します。

②臨時損益

災害復旧や公共資産の除売却､過年度損益修正損益等の臨時要因によるコストや収入の発生を表します。

③その他

資産を時価評価することに伴う増減額や有価資産を無償で受贈したことによる受贈益等を計上します。

６資金収支計算書

《概要》

経常的収支において12,882百万円の余剰､公共資産整備収支において3,111百万円の不足､投資・

財務的収支において7,834百万円の不足が生じたこと等によりまして､期首から1,506百万円の資金残

高増となっています。

<用語解説〉

①経常的収支の部

経常的収支の部には､公共資産整備支出(投資的経費)や投資･財務的支出(積立金､公債元金等)及びそれら

の特定財源以外のすべての収支を計上します。

②公共資産整備収支の部

公共資産整備のための支出(＝投資的経費)とその特定財源を計上します。

③投資･財務的収支の部

基金積立金､投資･出資金､貸付金､地方債償還等のための支出とその特定財源を計上する区分です。



(単位：百万円）

(福知山市全体、一部事務組合、土地開発公社、第三セクター等を連結）

（

①市全体菅通会計特別会計企業会計

②一部事務組合(4)京都府自治会餓管理組合京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合

京都府後期高齢者医療広域連合京都地方税機構

③地方公社(1)福知山市土地開発公社

⑳第三セクター等(㈱福知山まちづくり福知山市上下水道ガストヒ'ｽｾﾝﾀｰ㈱大江風光㈱

（出責率50％以上）(財)福知山市体育協会（社)福知山市文化協会１財)福知山市都市緑化協会

（１）貸借対照表
（各年度３月31日現在） (単位：百万円）(単位：百万円）

(単位：百万円）
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■
●
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●
●
●
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■
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●
●
●
●
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巧
■
■
●
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●
ぬ
刃
■
■
鋭
復
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●
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測
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●
０
６
己
亮
ｘ
貢
宙
◆
◆
●
＆
亮
鷺
費
官
◆
◆
●
＆
瓦
冨
寅
官
◆
◆
毎
基
巽
ｘ
貢
ロ
●
◆
あ
あ
凋
鷺
鷺
■
◆
◆
巴
■
寓
鷺

」

（２）行政コスト計算害

（各年度皇損31:］
産変動計算書

:皇娼3椙）
（３）純資ｉ

「各年度

ぐ１

福知山市連結財務４表

Ｉ

４）資金収支計算害

〔各年度皇娼3椙］ (単位：百万円）

〃葵風■●◆吟坤”翼侭●●●●ぬ■鴬営■●ろ■■■■●●●二■■■聾●●抄導毒■鷺往白●毎瓦鷺■官●印■副韓鷺曽α◆巧可泌箕

H2３ ｜Ｈ２２ 差引

1.経常的収支

2.公共資産整備収支
3.投資・財務的収支

12,882

▲３，１１１

▲７，８３４|蝋
▲４４４

▲１ 1０１

６１２

翌年度繰上充用金増詞 ▲４４９ ▲６９８ 249

当年度重計現金増減翻 1．４８８ 2.172 ▲６８４

期首資金残高 10,190 8.018 2,172

縫頁負担刷合変更等に伴う整顧 1８ 1３ ５

，期末貢釜残品 1１．６９６ 10.203 1．４９３

H2３ １Ｈ２２ 莞引

期首純』【産残高 196,587１１９４，７７３ 1．８１４

純経常行政コスト
財源調運

一般財遍等

地方税

地方交付税

その他

補助金等受入
臨時損益
その他

▲４２，８７４

２４，７６８

１１，５４９

１１，４５８

１，７６１

１７，４１２

▲３０

820

▲40,030

２４，７６３

１１，３５１

１１，５４９

１，８６３

１７，１８０
▲３４４

２４５

▲２，８４４

５

1９８

▲９１

▲１０２

232

314

575

例月木Ｆｅ頁匡弱E価 196.683１１９６．５８７ 9６

ｌＨ２３ H2２ 差引 H2３ H2２ 差引

資産の部 負債の部

1.公共資産
(1)有形固定資産

(2)無形固定資産

(3)売却可隆資竃

2.投資等
(1)投資及び出資金

(2)貸付金

(3)基金等

(4)その他

3.流動資産
倭(1)現金

(2)未収金

(3)販売用不助産

(4)その他

4.繰延勘室

290,059
２８９，１７９

３

８７７

８，３７８
１７２

２５４

６，７８７

１，１６５

１６，４４７
１１，６９６

２，２９６

２，３９１

６４

434

292,820
２９１，９６２

８５７

８，５８３
１７３

２９１

６，２５０

１，８６９

１５，３５６

１０，２０３

２，２２４

２，８４７

８２

444

▲２，７６１
▲２，７８３

２

2０

▲２０５
▲１

▲３７

537

▲７０４

1，０９１
1,493

7２

▲４５６

▲１８

▲１０

1.固定負債
(1)地方債

(2)長期未払金

(3)遇■手当引当金等

2.流動負債
(1)翌年度償還予定地方償

(2)短期借入金(翌年度繰上充用訂

(3)未払金

(4)その他

負憤合計

縄貢産の部

縄資産合計

105,824
９８，４１７

６０

７，３４７

１２，８１１
７，６４１

２，３０５

１，２６９

１，５９６

’118,635

196,683

1０８，１８３

100,390

7６

7,717

12.433

7,317

2,664

837

615

120,616

196,587

▲２，３５９
▲１，９７３

▲１６

▲３７０

378

３２４

▲３５９

４３２

▲１９

▲１，９８１

9６

又唾匡。■Ｔ １３１５．３１８ 317.203 ▲１．８８５ 序ｍＦｑの唾ｑＪ甲宅具＝ロ■Ｉ 315.318１３１７．２０３ ▲１．８８５

ｌＨ２３ H2２ 差引

経濡買用 ’７０，８５４ 67,690 3．１６４

1.人にかかるコスト
(1)人件費

(2)遇■手当引当金縫入等

2.物にかかるコスト
(1)物件費

(2)維持補修寅

(3)減価償却費

3.移転支出的なコスト
(1)社会保鳳給付

(2)補助費等

(3)他会計等への支出

(4)その他

4.その他のコスト
(1)支払利息

(2)その他

1１，３０２
１０，０４６

１，２５６

２１，３７４
１０‘１８３

１，０１７

10,174

33,596

２８，７３２

３，８９７

０

９６７

４，５８２
１，９１９

２６６３

1１，１８２
９，８７３

１，３０９

２０，７７０
９，６６６

924

10180

31,602

27,642

３，６６７

０

２９３

４，１３６
１’９７８

２，１５８

１

1２０

1７３

▲５３

604

517

9３

▲６

９９４

1‘090

230

０

６７４

446

▲５９

505

経常収盃 １２７．９８０ 27,660 320

１

２

３

４

､使用料手数料等
､分負担金寄附金等
.事業収益
､その他収入

1,218

0,580

2,791

3.391

１
１

1,232

10,061

12,863

３．５０４

▲１４

５１９

▲７２

▲１１３

耗経常コスト

(経常費用-経常収益）
42,874 40,030 2,844



137

１２１

１６

２５５

１１９

１１

１２５

３８９

３４０

４５

０

４

５１

２４

２７

(福知山市全体、一部事務組合、土地開発公社、第三セクター等を連結）

▲４９２

３０４

連結対破

①市全体昔通会計特別会計企業会計

②一部事務組合(4)京都府自治会館管理組合京都府住宅新築責金等貸付事業管理組合

京都府後期高齢者医療広域連合京都地方税機構

③地方公社(1)福知山市土地開発公社

④第三セクター等㈱福知山まちづくり福知山市上下水道ガｽｻｰﾋ'ｽｾﾝﾀｰ㈱大江観光㈱

（出責率50％以上（財)福知山市体育協会（社)福知山市文化協会（財)福知山市都市緑化協会

（１）市民１人あたりの貸借対照表
（各年度３月31日現在） (単位：千円）

純経常行政コスト
財源調達

一般財遍等

地方税

地方交付税

その他

補助金等受入
臨時損益
その他

Ｈ

角

張
咽
●
■
角
再
幽
軸
噴
宙
旬
岡
淵
域
伊
負
角
測
銘
導
①
。
食
貫
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導
●
合
食
Ｒ
■
郡
●
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食
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与
往
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寓
銘
醸
●
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食
寅
睡
導
●
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寓
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倉
向
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郷
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曲
自
寅
郎
畢
ｐ
ｐ
宣
庶
■
畢
ｐ
白
■
■
■
届
〃
《

」

（２）市民１人あたりの行政コスト計算書

１３９

１４２

２３

２１１

▲４

３

資産変動計算書（３）市民１人あたりの純

〔各年度皇損3椙〕
］（

各年度目４月１日

至３月３１日 （単位：千円）

乎 馬
(単位：千円）

3401４

（４）市民１人あたりの資金収支計算書

（各年度量損３椙〕 （単位：千円）

Ｈ2２

２３９３２２期首縄寅産残高1.人にかかるコスト
(1)人件受

(2)遇■手当引当金爆入等

2.物にかかるコスト
(1)物件員

(2)維持補修畳

(3)減価償却費

3.移転支出的なコスト
(1)社会保障給付

(2)補助費等

(3)他会計等への支出

(4)その他

4.その他のコスト
(1)支払利息

(2)その他

２
２
０
７
６
１
０
４
３
３
０
８
６
０
６

２
１

福知山市連結財務４表市民１人あたりで表すと・・・

※市民１人あたりの金額は、平成23年度及び平成22年度末における人口（外国人を含む）で計算しています。
平成23年度（平成24年３月31日現在）８１，３９１人
平成22年度（平成23年３月31日現在）８１，４０７人

▲３５

１

３
１
１
３
４
７

▲
▲

■轟桧●●■■基■■合■■寓凋｡◆●ＲＪＲ月昂手破虞箕寓毎あ●自負■毎移り●宙■■葛■●●宙ＱＫエ鄭ゆ

４１５

492

….､卜淵琴瀞壁塑

1.使用料手数料等
2.分負担金寄附金等

3.事業収益
4.その他収入

勺

０
６
１
１

▲
▲

1.経常的収支
2.公共資産轄喧収支
3.投資・財務的収支

純経常コスト
(経常費用-経常収益）

１５

１２４

１５８

４３ 【繰上充用金増

…冒噌
3５

H2３

871

1３９

123

1６

262

１２５

１２

１２５

４１３

３５３

4８

０

１２

5７

2４

３３

344

1５

３０

５７

４２

１
１

527

H2３

1５８

▲３８

▲９６

▲５

1９

125

０
１Ａハ

H2３

2,415

▲５２７

305

1４２

１４１

2２

214

０

１０

2‘４１７

H2３ H2２ 差引 H2３ H2２ 差引

資産の部 負債の部

1.公共資産
(1)有形固定頁亜

(2)無形固定貢童

(3)売却可能資産

2.投資等
(1)投寅及び出寅金

(2)貸付金

(3)基金等

(4)その他

3.流動資産
伊(1)現金

(2)未収金

(3)販売用不動産

(4)その他

4.繰延勘定

3,564

３，５５３

０

１１

１０３

２

３

８３

１５

２０２

１４４

２８

２９

５

3,597

３，５８６

０

１１

０６

２
４

7７

２３

８９

２５

２８

３５

１

１

５

３
３
０
０
３
０
１
６
８
３

３
３

▲
▲
▲
１

▲
▲

９
０
６
０
０

１

▲

1.固定負債
(1)地方債

(2)長期未払金

(3)遇篤手当引当金等

2.流動負債
(1)翌年度償還予定地方債

(2)短期借入金(翌年度繰上充用金

(3)未払金

(4)その他

負債合計

純責産の部

純資産合計

1，３００

１，２０９

９０

１５８

９４

２８

６

2０

1，４５８

2.416

1，３２９
１，２３３

１
５
３
０
３
０
０

９
５
９
３
１
２

１

1.482

2,415

▲２９

▲２４

０
５
５
４
５
６
０

▲
▲

▲２４

１

只唇軍旦■Ｉ 3.874 3‘８９７ ▲２３ 具ｒｑＤ【Ｌ〃申宅具匡口圃Ｉ 3.874 3，８９７ ▲２３



貸借対照表(百万円）

連結貸借対照表
(平成２４年３月３１日現在）

借 方

[資産の部］

１公共資産

(1)有形固定資産

①生活インフラ･国土保全145.120

②教育29. 1 3 5

③福祉4.728

④環境衛生58.550

⑤産 業振 興32.359

⑥消防4.496

⑦総務14.791

⑧ 収益事業０

⑨その他０

有 形 固 定 資 産計289,179

(2)無形固定資産３

( 3 ) 売 却可能資産８７７

公共資産合 計290.059

２投資等

(1)投資及び出資金１７２

(2)貸付金２５４

(3)基金等 6.787

(4 )長期延滞債権1,517

(5)その他 ５

(6)回収不能貝込額△３５７

投 資 等 合計8.378

３流動資産

(1)資金11.696

(2)未収金2.296

(3)販売用不動産２３９１

(4)その他１０４

(5)回収不能見込額△４０

流動資産合計16.447

４繰延勘定 ４３４

資 産合計315,318

[負債の部］

１固定負債

(1)地方公共団体

貸 方

①普通会計地方債45.456

②公営事業地方債４７､765

地方公共団体計93221

(2)関係団体

① 一 部 事 務 組 合 ･ 広 域 連 合 地 方 債 １ ２ ８

② 地 方 三 公 社 長 期 借 入 金 ５ ‘ ０ １ ３

③ 第 三 セ ク タ ー 等 長 期 借 入 金 ５ ５

関係団体計5.196

(3)長期未払金６０

(4)引当金 7,273

(うち退職手当等引当金）7,158

(うちその他の引当金）１１５

(5)その他 ７４

(単位:百万円）

固 定負債合計105.824

２流動負債

(1)翌年度償還予定額

① 地 方 公 共 団 体 7 . 3 7 4

②関係団体２６７

翌年度償還予定額計7.641

(2)短期借入金(翌年度繰上充用金を含む）２３０５

(3)未払金 1.269

(4)翌年度支払予定退嘘手当８３８

(5)賞与引当金５５０

(6)その他２０８

流動負債合計12.811
-

負債合計118,635

[純資産の部］

純資産合計196,683

負債及び純資産合計315,318



行政コスト(百万円）

【経常行政コスト】

総額 (構成比率）
生活インフラ。

固十保全
教育

（１）人件費 10.046 14.2％ ８７６ 7８１

(2)退職手当等引当金繰入等 7０７ 1.096 4９ 7６

１ (3)賞与引当金繰入額 549 ０８％ 2１ 4７

小計 １１，３０２ 16.096 ９４６ 904

(1)物件費 1０，１８３ 14.4％ 1.278 ７７０

(2)維持補修費 1,017 1.4％ ４１４ 3６

２
(3)減価償却費 1０．１７４ 14.4％ 3.989 779

小計 21,374 30.2％ 5,681 1,585

(1)社会保障給付 28,732 40-6％ 9１

(2)補助金等 3,897 5.5％ 3８ 1２１

３ (3)他会計等への支出額 ０ 0.0％ ０ ０

(4)他団体への
公共資産幣備補助金等

9６７ 1.4％ 6９ ０

小計 33,596 47.4％ 1０７ ２１２

（１）支払利息 1，９１９ 2.7％

４ (2)回収不能見込計上額 263 0.4％

(3)その他行政コスト 2,400 3-4％ 1,955 △１１０

小計 4,582 6.5％ 1.955 △１１０

経常行政コス卜ａ 70,854 8‘689 2,591

（構成比率） 123％ 3.7％

【経常収益】

１使用料・手数料 1,218 1４３ 4４

２分担金・負担金・寄附金 10,580 5２ ３

３ 保険 料 ３，１６２

４事業収益 1２．７９１ 3,045 △１０６

５その他特定行政サービス収入 229 5６ ３

６他会計補助金等 ０ △１０３ ０

経 常収益ｂ 27,980 3,193 △５６

ｂ／ａ 39.5％ 36.7％ -2.2％

(差引）純経常行政コストａ

連結行政コスト計算書

〔霊匿鯛:〕
福祉 環境衛生 産業振興

1.014 3,805 4２１

1３５ ８８ 5４

2３１ ２７ 2２

1.380 3,920 497

964 5,600 628

６ 524 2３

247 2.866 1,549

1,217 8,990 2,200

28｡635 ６

2,497 9２ 623

０ ０ ０

597 1０ 268

31,729 1０８ 8９１

1５５ 338 7９

1５５ 338 7９

３４．４８１ 13,356 3.667

48.7％ 18.9％ 5.2％

1５８ 489 ２

1０，１１１ △２８ 1３

3,162

２８ 9.484 340

4６ 1１５ ９

０ △７８ △１４１

13,505 9.982 223

39.2％ 74.7％ 6.1％

消防

673

1１０

4４

827

1４９

３

1１９

2７１

1２５

０

５

1３０

０

０

1.228

1.7％

０

０

０

０

０

０

0.0％

(単位:百万円）

総務 議会 支払利息
回収不能

ｇ;入R＋卜鑓 その他

2,146 330 ０

1８７ ８ ０

1３６ ２１ ０

2,469 359 ０

780 1４ ０

１１ ０

625 ０

1『416 1４ ０ ０

393 ５ ３

０ ０ ０

1８ ０ ０

4１１ ５ ３

1,919

263

０ ０ △１７

０ ０ 1｡９１９ 263 △１７

4,296 ３７８ 1,919 263 △１４

6.1％ 0.5％ 2.7％ 0.4％ 0.0％

一般財源
振替額

1１１ ０ ０ ０ 2７１

９ ０ ０ ０ 420

０ ０ ０ ０

０ ０ ０ ０ ０

０ ０ ３２２ ０ ０

1２０ ０ ３２２ ０ 6９１

2.8％ ＯＯ９ｂ 16.8％ 0.0％



11,549

11,458

１，７６１

連結純資産変動計算書

〔皇圭霊室鯛,:〕
(単位:百万円）

８
５
０
０
１
４
９
０
４
５

６
５

０
８
３
７
７
５

△
２

“
△
２
９

１

△

純資産合計

1７，４１２

196,683

期首純資産残高

純経常行政コスト

ー般財源

地方税

地方交付税

その他行政コスト充当財源

補助金等受入

臨時損益

災害復旧事業費

公共資産除売却損益

投資損失

収益事業純損失

土地評価損益

前期損益修正損益

出資の受入･新規設立

資産評価替えによる変動額

無償受贈資産受入

その他

１９６，５８７

△42,874

純資産変動(百万円）

期末純資産残高



連結資金収支計算書

〔皇蕊鰯眺〕
(単位:百万円〉

資金収支(百万円）

２公共資産整備収支の部

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合･広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

その他支出

8.883

２
０
０
１
０
０

５９

支出合計 9.836

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

2,405

3,872

０

5１

397

収 入合計 6,725

公共資産整備収支額 △３，１１１

３投資｡財務的収支の部

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

０

２３

1.041

０

７．５３１

０
０
０
０
４

６
４

６

支出合計 91299

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方便発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

208

０
０
ｍ
弱
的
０
３

７
８
７
２

収入合計 1.465

投資・財 務的収支額 △7,834

翌年度繰上充用金増減額 △４４９

当年度資金増減額 1.488

期首資金残高 1０．１９０

経費負担割合変更に伴う差額 1８

期末資金残高 １１，６９６

１ 経常的収支の部

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

537

10,105

28.731

3,902

1919

１‘844

支 出合計 5８ ０３８

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料･手数料

分担金･負担金･寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

1,609

1,458

4,794

1.167

0.547

3‘186

3.045

473

1.837

０

０

595

2,209

収 入合計 70‘920

経 常的収支額 12,882



＜３＞普通会計の財務４表

本市における普通会計とは､一般会計､休日急患診療所費特別会計を指します。

１貸借対照表

く用語解説〉

〔資産の部〕

１公共資産

①有形固定資産

有形固定資産は､行政サービスを提供するために使用される本市のあらゆる行政資産です。

決算統計にて分析された昭和44年度以降の普通建設事業費を集計し､｢改訂モデル｣で示された耐用年数区

分に基づいて減価償却を行い､行政目的別に区分して計上しています。

②売却可能資産

市の普通財産のうち遊休状態にあるものや売却可能な土地を､固定資産税評価額にて時価評価を行って計上

しています。

２投資等

①投資及び出資金

第三セクター等への出資金等の現在高を計上しています。

②貸付金

病院事業への貸付金や暮らしの資金等の市民への貸付金を計上しています。

③基金等

「特定目的基金｣、｢土地開発基金｣、「定額運用基金｣の残高を計上しています。

④長期延滞債権

市税や使用料等の当年度収入未済額のうち､前年度以前に発生した債権について計上しています。

⑤回収不能見込額

「貸付金｣及び｢長期延滞債権｣のうち､将来回収不能となることが見込まれる金額を計上し､資産から減額して

います。

※表中では､④･⑤は｢その他｣に含まれています。

3流動資産

①現金預金

財政調整墓余､減債基金､歳計現金を計上しています。

②未収金

市税や使用料等の収入未済額のうち､今年度に発生した債権について計上しています。

〔負債の部〕

1固定負債

①地方債

地方債のうち､翌々年度以降に償還されるものを計上しています。

②長期未払金

リース契約等の債務負担額を計上しています。

③退職手当引当金

年度末において､職員全員が普通退職した場合に必要となる退職手当の額を計上しています。

2流動負債

①翌年度償還予定地方債

地方債のうち､翌年度に償還する予定の金額を計上しています。

②未払金

リース契約の翌年度支出予定額を計上しています。



③翌年度支払予定退職手当

翌年度に支払うことが予定されている退職手当の額を計上しています。

④賞与引当金

発生主義の考え方にもとづき翌年度(６月)に支払う予定の期末勤勉手当のうち、当年度負担相当額を計上し

ています。

※表中では､③･④は｢その他｣に含まれています。

〔純資産の部〕

資産の部から負債の部を差し引いた額を計上しています｡詳細は｢純資産変動計算書｣にて解説します。

２行政コスト計算書

く用語解説〉

①人にかかるコスト

職員に対する給与や各種手当等にかかった１年間のコスト及び退職ｺｽﾄ等が計上されます。

②物にかかるコスト

物件費､維持補修費､減価償却費等､物やサービス等を購入･使用することにより生じるコストを表します。減

価償却費は､実態の現金支出は生じませんが､発生主義に立ち道路･公園･学校･保育所等の有形固定資産を１

年間使用したことによって当該資産の価値が減耗したものとして計上します。

③移転支出的なコスト

現金や現物を給付することにより提供する行政サービスに関するコストです｡加入団体への負担金や各種団

体に対する補助金(補助費等)、扶助費等の社会保障関係費､特別会計への繰出金等を計上します。

④その他のコスト

支払利息として地方債利子を計上するほか､回収不能見込計上額として1年間で新たに回収が困難となった債

権の額等を計上しています。

⑤経常収益

使用料･手数料や分担金負担金等の行政サービスを受けた受益者が直接負担する額を計上します。

⑥純経常コスト

①～④の経常費用と⑤経常収益の差額が｢純経常ｺｽﾄ｣です｡このｺｽﾄ(赤字)を､市税や地方交付税､国府

補助金等で賄っていることを意味します。

３純資産変動計算書

く用語解説〉

①純経常行政ｺｽﾄと財源調達(一般財源､補助金等受入）

行政ｺｽﾄで算出された純経常コストの金額に対して､一般財源及び補助金等受入の金額がどの程度あるかを

見ることで､当該ｺｽﾄが受益者負担以外の一般財源等によりどの程度賄われているかを表します。

②臨時損益

災害復旧や公共資産の除売却､投資損失等の臨時要因によるコストや収入の発生を表します。

③その他

資産を時価評価することに伴う増減額や有価資産を無償で受贈したことによる受贈益等を計上します。

４資金収支計算書

く用語解説〉

①経常的収支の部

経常的収支の部には､公共資産整備支出(投資的経費)や投資･財務的支出(積立金､公債元金等)及びそれ

らの特定財源以外のすべての収支を計上します

②公共資産整備収支の部

公共資産整備のための支出(＝投資的経費)とその特定財源を計上します。

③投資･財務的収支の部

基金積立金､投資･出資金､貸付金､地方債償還等のための支出とその特定財源を計上する区分です。
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（１）貸借対照表
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福知山市普通会計財務４表

(各年度 ３月 31 日現 在）（単位：百万円）（■付置戸画，

３６４ ５４９

0７ ３６４

６７１ ８１５

口 や

◆の町睡濁世●◆●吟埠漣鷺ＱＥ●◆●■泊函五■●◆◆坤湖凶鷺■●◆◆①聞濁覚曽●●◆ぬ測麓堂幽伊◆◆泌浦鷺箕蛍伊●◆巧泌麓翼

※昔通会計には、一般会計と休日急息診厩所寅が含まれています。

(単位：百万円））

「
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
ｌ
Ｊ

（２）行政コスト計算害（３）純責産変動計算書

〔各年度自４月１日
至３月31日

の
漣
臼

（各年度自４月１日
至３月31日 ） (単位：百万円）

１Ｈ２３ ｜Ｈ２２ 差引
睡司竃冥同 ゴ 34,542１３３，４０１ 1，１４１

1.人にかかるコスト
(1)人件費

(2)週崖手当引当金繰入等

2.物にかかるコスト
(1)物件費

(2)維持補修費

(3)減価償却費

3.移転支出的なコスト
(1)社会保障給付

(2)補助費等

(3)他会計等への支出

(4)その他

4.その他のコスト
(1)支払利血

(2)その他

7,019
５，９８３

1,036

0,798
４，４３２

３７３

５，９９３

５，９２９
７，５１１

１，８８７

５‘５６４

９６７

１

１

796

766

３０

６，９７１

５，８８７

1,084

10,434

４，２０６

３０９

５’919

15,061

７，２１５

１，７４８

５，７８７

３１１

935

７８８

4７

4８

9６

▲４８

364

226

6４

７４

868

2９６

１３９

▲２２３

656

▲１３９

▲２２

▲１１７

経常収益 １２，１７４ 1‘８６６ 308

1.使用料手数料等
2.分負担金寄附金等

3.事業収益

4.その他収入 1喝１
1，２２７

639

０
０

▲１４

322

０
０

耗経富コ スト

(経常費用-経常収益）
32,368 3１．５３５ 833

｜Ｈ２３ H2２ 差引

期首純資産残高 １１３０，７１４ 1２９．１１４ 1,600

鈍経常行政コスト

財源調運
一般財遍等

地方税

地方交付税

その他

補助金等受入

圃時損益
その他

▲３２，３６８

２４，８０８

１１，５４９

１１，４５８

１，８０１

８，１０８

７７

２４２

▲３１，５３５

２５，０７３

１１，３５１

１１，５４９

２，１７３

８，３０６
▲３２２

7８

３
５

３
６

８
２

▲
▲

1９８

▲９１

▲３７２

▲１９８

3９９

１６４

期末純責産残高 1３１．５８１ 1３０７１４ 867

H2３ H2２ 差引 H2３ H2２ 差引
１!産の部 負債の部

1.公共資産
(1)有形固定資産

(2)売却可篭資産

2.投資等
(1)投資及び出資金

(2)貸付金

(3)基金等

(4)その他

3.流動資産
抄(1)現金

(2)未収金

(3)販売用不動産

(4)その他

175,748
1７５，１０５

643

7，１７５
628

698

5,494

355

6,641

6’４８６

1５５

０
０

175,044
174,559

485

7,459
628

784

4，９７９

１，０６８

5,852

5,671

1８１

０
０

704

5４６

１５８

▲２８４

０

▲８６

515

▲７１３

789

815

▲２６

０
０

1.固定負債
(1)地方債

(2)長期未払金

(3)退蔵手当引当金等

2.流動負債
(1)翌年度償還予定地方債

(2)短期借入金(翌年度繰上充用劃

(3)未払金

(4)その他

貝賑ｕロﾛ

純貢産の 弧

純資産合計

52,222
４５‘４５６

5８

６，７０８

５，７６１
４，５７７

０

１７

１‘１６７

１５７，９８３

1３１．５８１

5１，９８１
44,978

５

7５

6,928

,660
4,521

０

1７

1，１２２

’５７，６４１

130,714

241

478

▲１７

▲２２０

1０１
5６

0

０

4５

342

867

貢産合計 １１８９，５６４ 188,355 1.209 負債及び純貢産合計 189,564 188,355 1,209



（１）市民１人あたりの貸借対照表
（各年度３月31日現在） (単位：千円）

福知山市普通会計財務４表
市民１人あたりで表すと・・・
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（３）市民１人あたりの純資産変動計算書（２）市民１人あたりの行政コスト計算書

〔各年度畠損3椙］ （単位：千円） (単位：千円）

、食■毎導己酋父同■奉遥負食■■碁吸倹食郎鄭移る匿食■毎薯ご自負■尾導ｎ口寅■■唾■■宮■■毎ご倹食■■暮輯蜜

※普通会計には、一般会計と休日急息診憲所費が含まれています。

※市民１人あたりの金額は、平成23年度及び平成22年度末における人口（外国人を含む）で計算しています。

平成23年度（平成24年３月31日現在）８１，３９１人

平成22年度（平成23年３月31日現在）８１，４０７人

１７

〔各年度：損31目〕

４）市民１人あたりの資金収支計算書

（各年度皇娼3唱〕（単極:千円）

当年度歳計現金増減額

Ｈ2２ 引

１７

1.経常的収支

2.公共資産整僅収支

3.投資・財務的収支

首資金
毎辱

５３

１０７０

金
金
釘

H2３ H2２ 差引 H2３ H2２ 差引
資産の部 負債の部

1.公共資産
(1)有形固定資産

(2)売却可能資産

2.投資等
(1)投責及び出資金

(2)貸付金

(3)基金等

(4)その他

3.流動資産
谷(1)現金

(2)未収金

(3)販売用不動産

(4)その他
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1.固定負債
(1)地方債

(2)長期未払金

(3)退礎手当引当金等

2.流動負債
(1)翌年度償還予定地方債

(2)短期借入金(翌年度繰上充用金

(3)未払金

(4)その他
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純貢産の 邪

純資産合計
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戻医ロ － 盾 2.329 2’３１４ 1５ 負債及び純資産合ヨ 2.329 2’３１４ 1５

H2３

117

▲２９

▲７８
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7０

8０

H2３ H2２ 差引

経常費用 425 410 1５

1.人にかかるコスト
(1)人件員

(2)遇賞手当引当金纏入等

2.物にかかるコスト
(1)物件畳

(2)維持補修畳

(3)減価償却受

3.移転支出的なコスト
(1)社会保障給付

(2)補助頁等

(3)他会計等への支出

(4)その他

4.その他のコスト
(1)支払利息

(2)その他
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経南収益 2７ 2３ ４

1.使用料手数料等

2.分負担金寄附金等

3.事業収益

4.その他収入
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純経常コスト

(経常費用-経常収益）
398 387 1１

H2３ H2２ 差弓

期首純資産残高 1‘６０６ 1.586 2０

純経常行政コスト
財源調達

一般財源等

地方税

地方交付税

その他

補助金等受入
臨時損益
その他
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貸借対照表
(平成24年３月３１日現在）

僧 方

[資産の部］

１公共資産

(1)有形固定資産

①生活インフラ・国土保全95,533,647

②教育28.954.997

③福祉4.726.217

④環境衛生11,188,883

⑤産菓振興１５‘414‘866

⑥消防4 .496.020

⑦ 総 務 1 4.789‘995

有形固定資産合計175,104‘625

(2)売却可能資度643.251

公共資室合計175‘747‘8 76

２ 投 資 等

(1)投資及び出資金

①投資及び出資金627.726

② 投資損失引当金０

投資及び出資金計６２７，７２６

(2)貸付金698.304

(3)基金等

①退職手当目的基金０

②その他特定目的基金4.738.756

③土地開発基金733.084

④その他定額 運用基金２１‘681

⑤退轍手 当組合積立金０

基金等計5.493.521

(4)長期 延滞債権461.281

(5)回収不能見込額△105.689

投 資 等合計7.175.143

３流動資度

(1)現金預金

①財政鯛整基金3.911.261

②減 債基金816.619

③燦 計 現 金1,757‘879

現金預金計6.485,759

(2)未収金

①地方税132‘825

②その他２３．５１８

③回収不能見込額△1,098

未 収 金計155.245

琉動資産合計6.641.004
－

資 産 合 計189.564.0 2 3

[負債の部］

１固定負債

頁 方

(1)地方債45.455.661

(2)長期未払金

①物件の晒入等０

② 債 務 保 歴 又 は 損 失 補 償 ０

③その他58.320

長 期 未 払 金 計 ５ ８ ． ３ ２ ０

(3)退職手当引当金6,707.601

( 4 ) 損 失 補 償 等 引 当 金 ０

(単位菖千円）

固定負債合計52,221,582

２流動負債

(1)翌年度償還予定地方債4,576,596

(2)短期借入金（翌年度繰上充用金）０

(3)未払金17.040

(4)翌年度支払予定退職手当796.942

(5)賞与引当金370.572

麦動負債合計5.761.150

負債合計57.982732

[純資産の部］

純資産合計131,581,291

負債・純資産合計189,564.023



【経常行政コスト】

総額 (構成比率）
生活インフラ。

国土保全

(1)人件費 5‘983.370 17.3％ 476.866

(2)退職手当引当金繰入等 665.381 1.9％ 45.872

１ (3)賞与引当金繰入額 370,572 1.1％ 18.749

小 計 7,019,323 20.3％ 541,487

(1)物件費 4,432,451 12.8％ 330,124

(2)維持補修費 372,951 1.1％ 288,113

２
(3)減価償却費 5.993.378 17.4％ 2,420,612

小 計 10,798.780 31.3％ 3,038,849

(1)社会保障給付 7.511.035 21.7％

(2)補助金等 1.887.042 5.5％ 2０，１１７

３ (3)他会計等への支出額 5,563,832 16.1％ 1,087,511

(4)他団体への
公共資産整備補助金等

967,078 2.8％ 68.946

小 計 15.928,987 46.1％ 1,176,574

(1)支払利息 765.957 2.2％

４ (2)回収不能見込計上額 4７，３１１ 0.1％

(3)その他行政コスト △１７，０４０ 0.0％

小計 796,228 2.3％ ０

経常行政コストａ 34,543,318 4,756,910

（構成比率） 138％

【経常収益】

ｌ使用料・手数 料ｂ 1,213,525 142,356

２分担金･負担金･寄附金ｃ ９６１，１５８ 8,163

差常収益合計

ｂ＋ｃ）．
2,174,683 150.519

ｄ／ａ 6.30％ 3.2％

(差引)純経常行政コストａ－ｄ

教育

751,400

75,518

46,824

873,742

767,595

34,959

779.120

1,581,674

90,923

124,501

０

０

215,424

０

2,670,840

7.7％

43,676

０

43.676

1.6％

行政コスト計算書

(霊震鰯椙〕
福祉 環境衛生 産業振興

941,866 326235 353,971

134,541 50.360 530383

61,722 20,845 21,470

1,138,129 397,441 428,824

520,136 1,527248 340,570

5.835 18,853 11.583

247,123 763,236 1.039,716

773.094 2,309,337 1,391,869

7.413,790 6,322

468,052 129,607 625,586

2,523,957 1,447,364 504,854

597.210 10,337 268,461

11,003,009 1,593,630 1,398W9０１

０

０ ０ ０

12914,232 4,300,408 31219,594

37.4％ 12.4％ 9.3％

157.033 488.319 1,948

５１９，０１５ ０ 1０，１３５

676.048 488.319 12,083

5.2％ 11.4％ 0.4％

(単位：千円）

消防 総 務 議会 支 払 利 息
回収不能

見込計上額

その他

行政コスト

672,584 2,130.769 329,679 ０

1１０．３１７ 187,704 7,686 ０

44,266 136,150 20,546 ０

８２７．１６７ 2,454,622 357,911 ０

148,666 783,850 １４‘262 ０

2,690 1０，９１８ ０

１１８‘668 624,903

270,024 1,419,671 14,262 ０

124,701 386,697 5,201 2,580

０ 1４６ ０

4,500 17.624 ０

129,201 404,467 5.201 2,580

765,957

４７，３１１

△１７．０４０

０ ０ ０ 765,957 ４７，３１１ △１７，０４０

1,226,392 4,278,760 377,374 765.957 ４７，３１１ △１４，４６０

3.6％ 12.4％ 1.1％ 2.2％ 0.1％ 0.0％

一般財源

振替額

6０ 110,369 ０ ０ ０ 269,764

０ 51,541 ０ ０ ０ 372.304

6０ 161.910 ０ ０ ０ 642068

0.0％ 3.8％ 0.0％ 0.0％ 0.040



純資産変動計算書

〔皇圭麗鰯,眉〕

期首純資産残高

純経常行政コスト

ー般財源

地方税

地方交付税

その他行政コスト充当財源

補助金等受入

臨時損益

災害復旧事業費

公共資産除売却損益

投資損失

科目振替

公共資産整備への財源投入

公共資産処分による財源増

貸付金･出資金等への財源投入

貸付金･出資金等の回収等による財源増

減価償却による財源増

地方債償還等に伴う財源振替

資産評価替えによる変動額

無償受贈資産受入

その他

期末純資産残高

(単位:千円）

純資産合計

130,714.094

△32,368,635

11,548,885

11,458,240

1,801,292

8‘1０７，９７１

△６８，１２８

145,533

０

△１，６３７

258,098

△１４，４２２

131,581,291



資金収支計算書

［霊麗鰯３眉 ］
(単位:千円）

１ 経常的収支の部

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出合計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料･手数料

分担金･負担金･寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入合計

経常的収支額

7,194,069

4,432,451

7,511,035

1‘887.042

765,957

3,893,888

441,079

26.125,521

11,609,165

11,458,240

6,318,810

1,162,405

936,346

323,893

1,797,300

195,171

1,835,613

35,636943

9，５１１ 422

２公共資産整備収支の部

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出合計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入合 計

公共資産 整備収支額

6,538,522

951,601

34,856

7,524

1,789

3,041

５０

２９３

5,175

△2,349

979

１６１

８００

８０３

４５８

222

757

３投 資。財務的収支の部

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出合計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入合計

投資・財務的収支額

当年度短期借入金(翌年度繰上充用金)増減客

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

０

23.260

758.852

1４９

1,635,088

4,716.028

０

7,133,377

０

111,353

０

410,200

217,407

47,477

786４３７

△6,346940

０

814,725

5,671,034

6,485,759


